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I 問題の所在

青果物流=市場において全国流通が進展するに応じて，巨大な拠点市場を頂

点、とした集散市場体系化の問題がクローズアップされてきている。これは，東

京・大阪・名古屋等の巨大都市中央卸売市場(中央卸売市場は，以後，中央市
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場と略す)からの転送をテコとする流通の組織化=系列化と，それに裏付けら

れた巨大都市中央市場の建値市場化とを，主な内容とする。そして現実には集散

市場体系化の進展は，青果物価格の全国的な平準化=高値安定化として現われ

つつある。これまでに，かかる体系化守進展に関しては美土路達雄，御園喜博，

山口照雄の各氏を中心に解明がなされ，東京や名古屋等の巨大都市中央市場の

卸売会社がその周辺の地方卸売市場を自己の資本系列に組み込んだり，転送に

よる販売系列に組み込んだりしていることが実証的に明らかにされ，また巨大

都市中央市場から地方の大・中都市中央市場への転送と，そ.(Lをテコとする重

畳的な，より広範囲な青果物流通=市場の組織化の進展も解明ないし示唆され

ている。

これらの動向は，全体的，一般的な基調としては理解できるとしても， しか

しながら，集散市場系化の要ともいうべき転送について最近の諸持徴をみると，

次のような諸点が指摘できる。第1に，昭和48年までは増加傾向で推移してい

た全国の青果物転送量も昭和49年には減少に転じ， しかも卸売数量・価額の総

体に占める割合においても低下している。第2に，転送出荷量の多くが少数の

巨大都市からであるにもかかわらず，その転送量の大部分はいまだその周辺の

地減に向けられている。第3に，大都市の転送量が相対的に低下し，中都市の

それが増加傾向にある。第4に，大・中都市の同規模程度の市場開の転送が進

展している。そして最後に，転送は周年化し多品目化しているとはいえ，なお

冬・春の両期に多く， しかもとりわけ野菜では長距離転送に不向きなものも多

い，ということが重要な特徴として挙げられよう。

また，転送に関するかかる諸特徴とともに，大都市での青果物卸売数量・価

額に関して述べるならば，全国青果物却売数量・価額における 1類都市(第 1

表の注参照)の占有率が傾向的な低下を示し，大都市，とりわけ東京や大阪と

いう巨大都市への青果物の集中にかげりがみえていることも無視できない。

こうしたことは，青果物流通z市場にわける集散市場化の進展を一般的に確

認しつつも，それが，巨大都市への青果物の集中とそれを基因とする転送を一

契機として，東京や大阪の巨大都市中央市場をT頁点とし，地方の大・中都市卸

1) 美土路逮雄稿「青果物の市場体系とその動向J (r長期金融j第V巻第2号

1968年11月).御園喜博稿「青果物における市土新卒系と市場再編をめぐる

課題J(r農業経済研究』第46巻第3号1974年12月).山口照雄著『野菜の
流通と値段のしくみJ(1974年)。
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売市場を二次ないし三次拠点とする重層的な転送網の形成によって進展する

(以後，かかる集散市場体系を「全国的ピラミッド型集散市場体系Jと仮称す

る)，というように一義的にいいきることができないことを示唆してはいないだ

ろうか。同程度の中都市中央市場にしても，東京や大阪等の巨大都市中央市場

に近接していて転送を通してそれと強い連関を有する中都市中央市場と，そう

した巨大都市中央市場からは遠距離にあってしかも転送をほとんど受けない中

都市中央市場とでは，全国的青果物流通=市場においても，その住置と役割と

は自ずから異なることは明らかである。

例えば函館のように地方にあって地場流通の盛んな地域では，全国的ピラミ

ット型集散市場体系化に抗して，地場流通を基盤に中央市場を中核とした独自

的な青果物流通=市場体系を構築することもあながち不可能とはいえないであ

ろう。

すなわち，青果物流通=市場の再編が全国的に集散市場体系化として具現し

ているとはいえ，巨大都市中央市場卸売資本の主導の下にその利益追求を目的

とする全国的ピラミッド型集散市場体系化の進展という理解は，なお事態の一

面を一般化した理解といわざるをえない。実際には，とくに政策的に推進され

つつある地方大・中都市卸売市場の中央市場化，ないしは地方卸売市場の整備

(統廃合，新設など)によって，これらの市場自体，一定の荷引力の強化を背

景に，相対的に独自な集分荷圏を維持しており，量的に増加しつつあるこれら

の市場を無視しでは，全体的動向を論ずるわけにはいかないであろう。

そこで問題は，これまで集散市場体系の解明においていわば従的位置にあっ

た地方都市中央市場が青果物流通=市場の再手荷一一集散市場体系化の進展にお

いて占める位置と役割とを明確にする，ことに求められる。したがって本稿で

は，地方都市中央市場の青果物流通=市場体系に占める位置の解明を中心に，

全国的な集散市場体系化のー側面について検討を試みたい。具体的な事例とし

ては，室蘭市・釧子市両中央市場をとりあげる。けだしこの両市場はJ北海道
卸売市場整備計白』によって，日胆・道東両流通圏の拠点市場として位置づけ

2) 北海道卸売市場整備計画jは， r卸売市場の配置の適正化，荷受体制lの
整備，取引業務の近代化jを目途とするものであるが，実質的には拠点市

場の整備を中心とし，その集散性を高めることになっている。詳しくは農

政史研究会編『戦後北海道農政史J(1976年11月flJ)の第3章7節と第4章

8節を参照のこと。
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られているとともに，全国的には東京や札幌の中央市場に対して二次的ないし

三次的な拠点、市場として位置づけられるからである。

E 青果物流通=市場再編の動向

上全国的動向の概略

最近の全国青果物流通の主要な特徴は，昭和48年まで増加傾向で推移した卸売

数量が49年には小幅ながらも野菜・果実ともに減少した(野菜は48年の 1，073万

トンから49年の 1，056万トンヘ，果実は同じく 861万トンから 801万トンへ)，

いうことである。この減少は特定の市場の卸売数量の減少によるものではなく，

全国的な趨勢であった。わけでも果実では49年に増加をみた市場はごく少数で

あって，中央市場では新潟市中央市場のみであった。しかし，かかる増加や減

少が全国的な趨勢であるにしても，その比率は各都市で異なるのはいうまでも

ない。第1表は都市類別に最近の卸売数量の動向をみたものであるが，これに

里子

菜

果

実

第 1表 都市類別の青果物卸売数量の対前年増減努と構成比の推移(単位:%)

対前年増減率 精成比 人口構 集散市場性
区 分

B1"146 47 48 49 46 47 48 49(，¥) 成比(B) (NB) 

総 数 9. 7 7.1 0.5 ム1.6 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 1. 00 

1類都市 5.8 5.8 1.1 ム 2.9 43.2 42.7 43.0 42.4 36.8 1.15 

2 。 11. 9 8.2 1.4 0.4 2酒.0 28.3 28.5 29.1 24. a 1.20 
3 " 12.6 8.7 ム1.4ム 2.6 20.1 20.4 20.1 19.9 22.6 0.88 

その他の都市 17.3 6.3 ム1.3 0.9 8.7 8.6 8.4 8.6 16.3 0.53 

総 数 16.8 13.2 14.3 ム 6.9 100.0 100.0 100.0 100.0 

/ 
1. 00 

1類都市 12.9 10.8 13.1 ム 9.3 40.9 40.0 39.6 38.6 1.05 

2 4シ 20.1 14.5 16.9 ム 5.0 30.4 30.7 31. 4 32‘1 1.32 

3 19.6 14.3 13.7 ム 7.3 21. 7 22.0 21. 9 21. 8 0.96 

その他の都市 17.4 18.1 11.3 ム1.0 7.0 7.3 7. 1 7.5 0.46 

i主 1類都市:人口 100万人以上の都市及びごれに準ずる大都市(昭和49年調査時
には11都市)。

2 ゥ : 1類都市以外の人口20万人以上の都市及び野菜の年間取扱量がおお

むね2万トン以上の都市(同71都市)0 

3 ク : 1・2類都市以外の人口5万人以上の都市及び野菜の年間取扱量が
おおむね2千トン以上の都市(同515市町村)。

その他の都市 1・2・3類都市以外で青果物卸売市場の開設されている市町村。
資料農林省『青果物卸売市場調査報告jによる。(f人口構成比」は昭和49年3月

31日現在)
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よると対前年増減率にわいては1類都市の増加率の低さと減少率の高さが目に

つく。また 2類都市は相対的に増加率が高く，減少率が低い。このことは構成

比においても 1類都市の比率の低下と 2類都市の比率の上昇となって現われ

ている。 1類都市のうちでも東京と大阪の2大都市の低下が著しい。こうした

2類都市の青果物流通=市場における比重の増大ともいうべき現象の一因とし

ては大都市人口の相対的減少ということもあるが，それ以上に卸売市場整備計

画に基づく 2類都市を中心とした中央市場化による地方都市の集荷力の増大に

よるところが大きいであろう。また 2類都市の集荷力の大いさは，その集散市

場性が野菜・果実ともに最も大きいごとからも知りうるように，個々の市場の

絶対的な集荷力は1類都市のそれに比べて劣るにしても，都市の士尉莫の観点か

らするならば相対的には1類都市=大都市に優るとも劣りはしないといえる。

以上のことが卸売数量に関するおおまかな動向である。そして次に，青果物

流通=市場の再編一一集散市場体系化において，このこととともに重要な問題

である転送について述べよう。

転送量も，却売数量と同様に， HF和48年まで傾向的に増加していたにもかか
わらず， 49年には減少を示している。だが，卸売数量の対前年減少率が野菜で

-1. 6%，果実で-6.9%であったのに対して，転送量のそれは野菜が-6.1%， 

果実が-11.3%であって，卸 第2表都市類別の青果物転送の構成比(単位:%) 

売数量よりもはるかに大きな

減少率となっている。

また転送量を都市類別でみ

ると 1類都市の比重が漸次

低下し，それにかわって 2・

3類都市，とりわけ 2類都市

の比重が増大しつつある(第

2表)。しかし依然として 1類

都市の比率は高く，なかでも

東京都・名古屋市・横浜市・

区 分 日百 43 46 49 

里子
言十 100.0(341) 100.0(476) 100.0(537) 

1類都市 86.9 83. 1 78.5 

菜 2 " 
10.4 12.9 15.6 

3 ル 2. 7 4.0 5.9 

果
言十 100.0(298) 100.0(375) 100.0(430) 

1短都市 79.3 71.2 64.5 

実 2 " 
15.2 21. 2 26.2 

3 " 5.5 7.6 9.3 

注 ( )内は総車謎量(単位:千トン)。
資料農林省『青果物の転送量に関する調査報告j

による。

3) 農林省『青果物の転送量に関する調査報告J(以下， r転送調査jと略)に
よれば，野菜の転送量は昭和48年の57.2万トンから49年の53.7万トンヘ，
果実のそれは同じく48.5万トンから43.0万トンへと減少した。ただし，こ
れには所謂卸車おきは含まれていない。
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大阪府の4大都市の比率は高く，昭和49年においてもこの4大都市で全国転送

量のうち野菜の53%を，果実の40%を占めてい2。ただしこの4大都市の転送
量に占める比率も漸減していて，昭和45年における野菜の55%，果実の47%か

ら前述のような数字へと低下しているのである。都市別では，東京都が野菜で

昭和45年の34.1%から49年の31.0%へ，果実で28.9%から23.8%へ，横浜市が

野菜で7.0%から 6.7%へ，果実で7.9%から 5.8%へ，大阪府が野菜で6.7 

%から 5.9%へ，果実で5.5%から 3.9%へ，それぞ、れ低下した。ただ名古屋

市のみが，野菜で7.6%から 9.7%へ，果実で4.7%から 6.9%へ上昇した。

そして，上述の4大転送都市においても，転送先は全国に及んでいるとはい

え，それぞれの主要転送圏は隣接地域に限られている。東京都では，茨城・栃

木・群馬・埼玉・千葉・東京・神奈川の各都県への転送が，野菜の全転送量の

53%を，果実の65%を占めている(昭和49年，以下同様)。名古屋市の場合は

愛知・岐阜・三重の3県で野菜の74%，果実の86%を，横浜市の場合は県内で

野菜の82%，果実の75%を，大阪府の場合は大阪・兵庫・奈良・和歌山の各府

県で野菜の68%，果実の60%を，それぞれ占めている。

これまでのことから，最近の全国的青果物流通=市場再編の動向に関しでは，

おおむね次のようにいいうるであろう。すなわち，中都市を中心とした中央市

場化や地方市場の整備によって大型出荷にも対応しえることとなり，中都市は

集荷力の増強と自己の集荷圏の形成をなしつつ，次第に全国的青果物流通=市

場に入り込んできている。しかも他方においては，集荷力の増強によって転送

ないし分荷の能力を増大させ，周辺の消費圏に対してより大きな地歩を築きつ

つある。

では，かかる動向は道内においてはいかに現れているであろうか，次にみて

みよう。

2 道内の動向

道内における集散市場体系化の進展は，札幌や旭川を中心とし，その周辺の

地方市場を包含する転送網の形成によって，あるいは資本系列への組込みによ

って，あらわな形で現れている。地方市場によっては複数の主要転送元をもつ

ものも多々あり，札幌と旭川からの転送も重複している場合も多いが，札幌市

4) 前述の『転送調査Jによる。 Eの1における後述の数字も，ことわりない
い限り同様で、ある。
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を中心とした車時差網は主要転送先として江別市，千歳，夕張市，静内町，帯広

市の各地方市場を含み，旭川市を中心とした転送網は主要転送先として芦別市，

滝川市，士別市，留萌市，名寄市等々の道北の各地方市場を含んでいる。また

函館市の転送先として江差町があり，江差町地方市場の上場青果物のほとんど

が函館市(東一函館青果)からの転送である。さらにより具体的な系列化の進

展としては，次のようである。昭和44年以降型旭川魚菜卸売市場は士別市地方

市場の卸売業者を兼ね， 45年以降⑧旭川青果卸売市場は名寄魚菜市場及び富良

野魚菜市場青果部と業務提携をなしている。そして⑨札幌青果は， 47年に大同

青果と資本提携をなした。

しかし，こうした札幌・旭川の大規模卸売資本の主導による市場再編成は，

すでにその限界か覗れている。昭和46年9月には，深jll，富良野，赤平，滝川，

芦別，砂川の6地方市場の連合による丸協道央荷受会社が設立され，旭川や札

幌の流通支配勢力に抗している。また道東における釧路市青果市場も，中央市

場開設以前においては旭川や札幌の転送圏に包摂されて多くの転送を受けてき

たが，中央市場開設後はその転送入荷量も急減している。さらに，室蘭市中央

市場でも転送入荷量は非常に少なく， しかもそれは東京都からの転送となって

いる。これら以外の市場においても，公設化等による市場の整備とともに転送

入荷量も減少しているようである。それに，札幌や旭川を除く道内の市場開相

互の転送とし;う現象も現れている。そしてさらに重要なこととして，農林省

『転送調査』によれば，札幌市からの転送量が若干の減少傾向を示し，旭川市

からの転送量は昭和47年以降大幅な減少を示している，ということである。た

だ旭川市の場合，他の却売市場への転送のほかにも， {;中卸を通じた市外Q問屋
や小売商への分荷が大きな量を占めていることは，注意を要する点である。

5) しかし札幌⑧と犬同の資本提携は昭和48年の公取委の勧告によって中止さ
れ，その後大同青果はホクレンに吸収された。

6) 丸協道央荷受会社は，正式には昭和44年11月に深 11・富良野・赤平の3卸
売市場の共同荷受機関として発足していたが，規模が小なることによって十
分な活動ができないでいた。
7) この『転送調査』は卸転送については調べていないので，この調査のみで断
定するのは危険ではあるが，おおよその把握は可能と思われる。
8) 旭川市には青果物については 2地方卸売市場があり，その2市場の荷引競
争が激しいことと，近郊に野菜の大産地があることによって，卸売数震は
年々急増している。それゆえに，第3表でみられるように，集散市場性は
道内で最も大きく，かなりの市外分荷がなされているo旭川市場での聴き
取り調査によれば，市場上場量の約5割が，主基魚菜市場を中心に，市外ヘ
分荷されている。そしてその分荷方法は，市外の地方市場の卸売会社が旭
川市場の仲卸や貿出入となって分荷したり，あるいは仲卸が市外の大型小
売商に分荷したり，ということが主流となっている。

。品。，“



北海道大学農経論叢 第 33集

さてこれまでのことから，道内においても札幌市と旭川市をそれぞれ中心と

して，大規模卸売資本の主導による集散市場体系が部分的には構築されている

ことがわかる。しかしそれには一定の限界があって，札幌市や旭川市の大規模

卸売資本を中核とする全道的ピラミッド型集散市場体系化が進展している，と

はいい難いことに注意しなければならない。

ではかかる理解の上で次に，青果物流通=市場の再編下において，札幌・旭

川岡市以外の道内の主要都市青果市場がいかなる特徴をもっているかをみてみ

第3表 道内主要都市別卸売数量と集散市場性(昭和50年)

里子 菜 果 実 人 口 集散市場性
区分
(千トン) 比率(A) (千トン) 死三事(B) (千人) 比率(c) AjC B/C 

全道言十 487 100.0 423 100.0 5，334 100.0 1. 00 1. 00 

札幌市 137 28.2 105 25.0 1，187 22.3 1. 26 1.12 

旭川市 76 15.6 69 16.4 317 5.9 2.64 2. 78 

函館市 40 8.3 32 7.6 303 5. 7 1. 46 1. 33 

釧路市 30 6.2 31 7.3 206 3.9 1. 59 1. 87 

室蘭市 28 5.8 26 6.2 167 3. 1 1. 87 2.00 

帯広市 23 4.8 19 4.6 142 2. 7 1. 78 1. 70 

北見市 14 2.9 13 3.2 90 1.7 1.71 1. 88 

その他 139 28.2 128 29. 7 2，922 54. 7 0.51 0.54 

資料 『全道青果団地造成現地研修会資料J(昭51)における三島徳三氏作成資料
及び「荷主通信1(昭和51年4月1日)による。

ょう。 r北海道卸売市場整備計画』では拠点的市場として22都市が挙げられて
いるが，道内の4大流通圏(道南.道央・道東・道北の各流通圏)のそれぞれ

で主要な役割を果している 7都市の青果物卸売市場の集散市場性についてみる

と，函館・釧路・室蘭・帯広・北見の5市とも集散市場性が札幌市よりも高い

ことがわかる(第3表)。これは，これら 5都市がかなり広範な分荷圏を有して

いることを示唆している。また，これら 5都市の転送入荷量のうち，道外の比

率が高くなっている。すなわち昭和49年て¥釧路では転送入荷量のうち約6割，

室蘭では全量(転送入荷は野菜のみ)，函館では野菜の約7割，果実の全量，帯

広ではそなぞれ約6.5割，約9.5割，そして北見ではほぼ全量，が道外からの

転送である。しかもこれら主要拠点都市の転送入荷量は，却売数量に占める比

9) 前述の『転送調査』による。
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率でみれば非常に小さい (0-9 %)。とくに中央市場が設置されている室蘭

釧路岡市では，かかる比率は低くなっているといえる。

以上をまとめてみると，現在の道内では，一方で、札幌，旭川の青果市場が中

心となって，周辺の地方市場を傘下に収めつつ一応の集散市場体系を構築し，

かつかなり広範な地域を分荷圏として包摂しており，他方では，札幌や旭川の

影響を受けつつも，かかる集散市場体系に直接組み込まれることなく，一定の

集散地市場としての役割を果している卸売市場が存在している。そして，後者

のいわば典型として室蘭・釧路の両中央市場がある。そこで次節において，こ

の両中央市場が，青果物流通=市場の再編下において，全国的な集散市場体系

化との関連で，いかなる位置を有しているかを検討する。

E 室蘭市・釧路市両中央卸売市場の位置

1. 両中央卸売市場の集散性

(1) 取扱高状況

第4表 室蘭市中央卸売市場取扱高推移(単位:トン，千円)

区分
里子 菜 果 実 その他 』口入 言十

数量 金 額 数量 金 害頁 金 額 数量 金 額

昭43 7，594 206，598 8，782 527，866 6，796 16，376 741，260 
44 21，622 919， 797 23， 142 1，836，849 10，649 44， 764 2，767，296 
45 25，536 1，391，931 26，679 2，474，839 12，247 52，216 3，879，017 
46 29，648 1，613，813 27， 166 2，307，553 15，182 56，814 3，936，548 
47 28，403 1，600，660 27，013 2，291，630 19，386 55，417 3，911，676 
48 26，515 2，157，533 28，131 2，628，313 28，008 54，647 4，813，554 
49 26，431 2，569，628 26，582 3，232，071 28，080 53，013 5，829，779 
50 28， 174 2，916，573 25，970 3，740，549 38，467 54， 144 6，695，590 

注 昭和43年分は開設以降の取扱高のみ。
資料 『室蘭市中央卸売売場年報J(昭和44-49年)と中央市場資料による。
第5表 中央市場開設前の室蘭市内青果物卸売業者の総取扱高(単位:トン，千円)

菜!果実 l合計
額|数量|金額|数量|金額

昭和39-41年は室蘭市中央市場管理事務所資料，昭和42年は⑧室蘭青
果KK資料による。
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室蘭市中央市場は昭和43年9月6日に開場され，それ以後の取扱高は第4表

のようである。また中央市場開設前の室蘭市内の青果物卸売業者(2地方市場

と16問屋)の取扱高は第5表のようである。両表によれば，総取扱数量が中央

市場開設後急増し，開設前年の昭和42年の約 4.0万トンから46年の約5.7万ト

ンへと 4年間に約1.7万トン， 4割強の増加をなしたことがわかる。しかし，

室蘭市近郊に道内で有数の野菜産地である伊達町があることや，室蘭j巷が輸入

物の道内における基地となっていることなどによって，中央市場開設前の取扱

数量も決して少ないものではなく，市外への分荷は大きなものとなっていた

(後に詳述)。また昭和47年以降はほぼ5.4万トン前後で停滞しているが，集散

市場性はかなり高いのであって(第3表参照)，集荷力が低下しているというの

ではない。

釧路市中央卸売市場取扱高推移(単位:トン，千円)

菜|果

第7表 中央市場開設前の釧路市内青果物卸売業者の総取扱高(単位:トン，千円)

区分 数野量金菜額数果量金実額 数合量 金 計 額

昭411 23，273 1 878，329 1 24，634 1 1，875，6151 47，907 (17， 598) 12，753，944(1，077，130) 

42124，49711，072，812133，5461 2，474，358158，034(21，972) 13，547，170(1，413，574) 

43 1 32， 101 ) 1，395，325 1 36，649 1 2，726，862 1 68，750 (26，689) 14， 122， 187 (1，686，928) 

44 1 35， 103 1 1，572，686 1 37， 125 1 3，068，550 1 72，228 (34， 164) 14，641，236 (2，271，638) 

45 ¥ 34，398 1 1，883，787 ¥ 33，839 1 3，093，800 1 68，287 (31， 645) 14，977，587 (2，473，457) 

46 …………… (35，263) … (2，773， 337) 

47 …………… (37，702) … (2， 883， 160) 

48 I 35，928 I 2，776，327 I 40，772 I 3， 828， 386176，700(34，917) 16，604，713(3，157，243) 

注 …は不明， ( )内は⑧到1[路青果地方卸売市場の取扱高。

資料昭和41-45年は『到1[路市中央卸売市場整備計画添付資料1， 48年は『針l幽
市中央卸売市場月報(昭和49年5月)1， ( )内は『北海道卸売市場取
扱状況』各年版による。
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次に釧路市中央市場(昭和48年12月1日開場)の取扱高についてみるならば，

第6表のようである。中央市場開設前の市内の青果物卸売業者(1地方市場と

4問屋)の取扱高(第7表)と比較するならば，急激な減少が大きな特徴とな

っている。昭和48年の7.7万トンから49年の6.8万トンへ，約9千トン減少し，

そして50年には6.5万トンとなって， さらに3千トン減少した。この理由は定

かでないが，一因として中央市場開設前における業者聞の過当競争があげられ

る。釧路市の青果物卸売業者は5業者であって，室蘭市の18業者に比べると数

は少ないのではあるが，業者同士の非常に複雑な関係や，各業者が野菜と果実

を同程度に扱っていて特化していないことや，中央市場卸売会社設立の主導権

掌握のための実績作り，等によって，過当な荷引競争がなされていたようであ

る。しかしながら釧路市中央市場の取扱高も決して少ないものではなく，集散

市場性は約1.7で，札幌市や函館市よりも高いのである。

さて室蘭市においては，中央市場化による集荷力の増強は集荷量の増大とな

って現れたが，その後集荷量は停滞している。そして釧路市では，集荷量の増

大という現象は生じなかった。しかしこれは，両市の青果市場が，もともと日

胆，根釧の拠点市場としてかなり多くの集荷量を有していた，ということが大

きな要因となっているといえる。このことは，現在でも岡市中央市場の集荷量

が，両市それぞれの全道に対する人口比率の 2倍近い比率となっていることか

らみても明らかである。ちなみに両市は，道内却売市場の都市別取扱高シェア

ーでは， 4位(釧路市)と 5位(室蘭市)の地位にある。

(2) 分荷状況

前述のように，室蘭・釧路両市においては卸売数量は相対的にかなりの大い

きとなっているが，これらの分荷はいかなる状況にあるかを次にみよす。

室蘭市は，室蘭j巷が道内の輸入物の基地となっていること，あるいは道内有

数の野菜産地である伊達が近接していることなどによって，中央市場開設以前

にも苫小牧，岩見沢，函館，余市等々の道内各地へも分荷していた。しかし主

要な分荷先は室蘭市内とその隣接地域(登別市，伊達市，白老町，壮幣町，豊

10)北海道市場協会『荷主通信jによれば，道内の卸売高順位は1f立札幌市

(昭和50年の道内総卸売数量の26.6%)，2位旭川市(同16.0%)，3位函館

市(同8.0%)， 4位釘iI路市(同6.7%)， 5位室蘭市(同5.9%)である。
11)ここで使用される数字は，雨中央卸売市場の資料，または聴き取り調査か

らえさ値である。

弓
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浦町，虻田町，洞爺村，大滝村)であって，ここに総取扱高の約9.5割が販売

されていた(市内6-7割，隣接地域3割弱)。

中央市場開設後は，主要分荷圏は依然として室蘭市内とその隣接地減である

が(総販売高の8-9割)，漸次千歳市近辺まで包摂しつつある。これは，苫

小牧や千歳の地方市場への転送というより，中間卸業者や小売への直接分荷が

主である。こうしたことが， r北海道卸売市場整備計画(昭和47年)jの室蘭市
中央市場の項において「今後供給圏の拡大傾向Jにあると指摘された大きな要

因であった。また転送も増加傾向にあり，卸転送は昭和47年の総販売額の0.2

%から49年の2.5%へと急増していZ。転送先は開設前と同様に主に道内であ
るが，一部は本州(八戸市など)にも送られている。仲卸転送もほぼ同様な規

模で行なわれているようである。

釧路市は，根釧地域に釧路以外に主要な青果市場がないこともあって，中央

市場開設以前から市外への分荷が大きな割合を占めていた。とくに市内の中間

卸業者を経由して市外の小売商へ分荷されるのが多かったようである(市外分

荷の約5割)。市内向は総販売量の約5.5割で，それ以外は市外への分荷であ

った。しかし，その分荷先は根釧地域がほとんどで，約99%を占めていた。

中央市場開設後は，市内への分荷比率が若干低下し，網走や十勝地域へのそ

れが若干増加しているようであるが，まだそれほど大きな変化はみられていな

い。ただし，仲卸業者による帯広市場等への転送がみられるようになり，分荷

力は増強されているようである。それはまた，根釧地域における他の2市場の

取扱高の急減となって現れているともいえる(注目を参照)。

このように，室蘭・釧路岡市青果市場はもともとかなり広範な分荷圏を有し

ていたが，中央市場化による分荷力の増強によって分荷圏をさらに拡大，ない

しより強固なものとしつつあるといえる。

12) r室蘭市中央卸売市場年報jの「業種別取扱高表」における「その他」は，
ほlま全量が卸転送である。
13)根釧地域では，釧路市以外に厚岸町と根室市に地方市場がある。どちらも
零細であり，しかも取扱数量は最近数年間急域している。厚岸は昭和47年
の1.2千トンから50年の0.9千トンヘ，根室は同じく 4.9千トンから 3.9
千トンへ，それぞれ減少している。
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2.両中央卸売市場の集荷の独自性

(1)転送入荷状況

さてこれまでの叙述によって，室蘭市・創|路市両中央市場が多くの取扱高と

広範な分荷圏を有して，胆振及び根釧地域における拠点市場として，集散地市

場としての性格を強くもっていることが一応理解しえる。そこで次に，かかる

集散地市場としての両中央市場が，集荷において独自性をもっているのか，系

列化されているのかをみていくことにする。まずここでは車主送入荷においてこ

れをみる。

室蘭・釘11路両市の転送入荷には卸転送によるものはほとんどないようなので，

農林省開高差調査』によって仲卸転送による入荷をみれば，両市の転送入荷状

況のおおよその把握は可能であろう。それゆえに，ここでは『転送調査Jを中
心に，転送入荷状況をみる。

第 8表 室蘭・劃11路両市青果市場の転送入荷量と転送依存度(単位:トン，千円， %) 

室 蘭 市 劃11
区

野 菜 聖子
分

数量 依存度 金 額 依存度 数量 依存度 金 宮員

日召45 552 2.2 70，335 5. 1 1，001 3.0 123，564 

461 1，319 4.4 141，930 8.8 753 2.0 102，407 

471 1，905 6.7 81，000 5. 1 2，308 6.4 171，695 

481 1，002 3.8 101，880 4.7 2，653 7.4 201，172 

49 612 2.3 86，655 3.5 619 2.0 123，879 

注 室蘭市では果実の事お差入荷量はほとんどない。

資料第2表に同じ。

路 市

菜 果

主1耳依存度 数量 依存度 金

6.8 1，449 14.5 134，575 13.9 

5.4 954 3.4 156，997 6.7 

9.5 1，792 6. 1 208，451 8.2 

7.2 2，236 5.5 267，447 7.0 

4.0 191 0.5 38，295 0.9 

室蘭市青果市場は，中央市場開設以前においても，まだ全国的に転送量がそ

れほど多くない時期でもあり，輸入物が直接入荷することや近郊に野菜産地

(伊達)があることにより，転送入荷量はそれほど多くはなかった。中央市場

化後も同様に多くはなく，しかも転送入荷物は野菜のみである。昭和45年以降

の転送入荷量とその依存度は第8表にみられるようである。卸会社が2社あっ

た時期には，荷引競争が行なわれていたことによって転送依存度は一時増大し

たが 1社になった後には(1社は昭和46年12月に廃業)，漸次低下し，現在

では転送入荷物はごく一部の物に限られている。そして転送元は東京都中央市

場(主に築地市場)であって，ここ以外からの転送は特別の場合を除いてはな
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いようである。

釧路市青果市場の転送入荷量は，中央市場開設以前には野菜と果実がほぼ同

程度であっで(第8表)，他の地方市場設置都市と共通の特徴をもっていた。

しかも転送依存度は青果物流通の拠点都市としてはかなり高いものとなってい

た。だが中央市場開設後，転送入荷量は急減し，転送依存度の低下も著しし迎。

とりわけ果実は大幅な低下を示した O また中央市場開設前における主な転送元

は旭川!・札幌・東京の3都市であって，創Jj路市青果市場は旭川や札幌の転送網

により強く組み込まれていたのであるが，中央市場開設後は主要転送元は福島

市であり，旭川や札幌からの転送も依然として行なわれているとはいえ，両市

に対する依存度は低下し，自立性を高める傾向にあるとうえる。

(2) 道内外比率

室l絢・到Jj路両青果市場とも，中央市場化によって道外依存度を高めている。

室蘭市では昭和41年に道外物の比率は野菜で43.2%，果実で88.8%，合計で，

61. 6%であったが，中央市場開設直後の44年には野著で44.2%，果実で90.5%，

合計で68.1%と高まっている。その後も道外依存度は増加傾向にあったが，昭

和40年代中期以降の「稲転」によって各農協の野菜出荷体制の整備が進むとと

もに道内物の比e率が増加する傾向にある。また釧路市では昭和45年に同じく

野菜で43.7%，果実で86.3%，合計で64.7%であったものが，開設後の49年に

は野菜で48.7%，果実で89.4%，合計で70.7%と大幅に高まった。

第9表 道内卸売市場の道外依存度(昭和49年)

室駒市中央 I s)I/路市中央 1 札幌市中央

1野菜|果実 l

資料 『北海道卸売市場取扱状況J，各中央市場『年報jによる。

(単位:%)

また両中央市場は，札幌市中央市場や道内の地方市場と比較しでも，その道

外依存度は非常に高いものとなっている(第9表。札幌市中央市場の道外依存

14)室蘭市中央卸売市場資料による。ただし数量についての比率である。
15) r室蘭市中央卸売市場年報jによる。
16) r釧路市中央卸売市場繋備計画書添付資料jによるo
17l r釧路市中央卸売市場年報』による。
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度が低いのは，道内の中心市場であるために，道内物の出盛期にその大型出荷

が集中することによる)。これは，道内物がほとんどなくなる冬・春期に，道外

から直接大型出荷を受け入れていることによる。弱小な地方市場は冬・春期に

は，道外物の集荷能力には限界があるので，転送に依存するか，さもなければ

いわば開庖休業の状態になるか，ということが多いのである。

こうしたことから両中央市場は，集荷に関していうならば，転送依存度は低

く，他の大規模卸売市場に系列化されることなく，卸売市場の大規模化と信用

度の増大によって道外物の入荷をも容易にし，独自の集荷圏を形成していると

いえる。

3. 価格形成における平準化の進展

では次に，価格形成の点では両中央市場に独自'性がみられうるかどうかをみ

てみよう。

図1・2にみられるように，野菜も果実も，道外物の価格は札幌の価格に酷

似した動きを示している。この理由としては，両市場において，札幌価格に追

随する形で，価格形成がなされる，ということが挙げられよう。また札幌にお

ける価格形成も東京や大阪等の巨大都市中央市場の価格に大きく影響されてい

ることはいうまでもない。これは，情報の伝達が容易になったこともさること

ながら，道外物の出荷は，とりわけ冬・春期には，全農，各園芸連，各経済連

という大型出荷団体によって出荷調整がより容易に行なわれうるからである。

指値や希望値による委託出荷が行なわれるのみならず，極端な価格の下落の場

には，出荷団体による所謂「指定業者」の取消し，あるいは出荷の差止めをす

ることも一定可能となっているのである。それゆえかかることから，室蘭市・

釧路市両中央市場の道外物の価格形成は，全国的な価格平準化傾向の波に巻込

まれているといえる。

これに対し，道内青果物においては比較的独自な価格形成がみられる。とく

に野菜の価格は各市場において相違がみられるが，これは前述のような出荷調

整が困難なこととともに，各市場の道内物の集荷範囲が狭院なることが，主要

な要因として挙げられる。道内物も「稲転J以降，農協を中心とした共同出荷
体制が整備されてきてはいるが，いまだ単協段階での共同出荷が多く，しかも

主に近接市場への出荷となるので，出荷調整は容易で、はない。その結果，道内

青果物，とりわけ野菜は，当該市場周辺の出荷動向を反映した，ある程度独自
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図2，果実の月別平均単価
(昭和49年)
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な値動きを示すことになる。ただし，札幌価格の影響を全然受けないというの

ではなく，図 1・2にわいてもみられるように，両中央市場の価格が札幌市中

央市場の価格と類似した動きを示していることには注意しなければならない。

このように道内物と道外物とでは価格形成において相違があるとはいえ，全

体としては両中央市場は，とくに道外依存度の高まる冬・春期に， しかもとり

わけ道外依存度の高い果実を通して，全国的青果物流通の影響を強く受け，か

くして全国的青果物流通=市場に組み込まれた価格形成を行なっているといえ

る。

町 むすび一一小括と残された課題一一

ここでは，田において行なった両中央市場の位置の検討についての要約をし，

それとともにかかる地方都市中央市場の位置づけの観点から青果物流通=市場

再編の動向についてふれることにする。ただしその場合，事例が限られている

こともあり，流通=市場再編の一般化としては多くの留意を要することはいう

までもない。

室蘭市・釧路市両中央市場についての検討の結果，次のように要約しうる。

(1)両市青果市場ともに，日胆・道東両流通圏の拠点市場であることにより，

中央市場開設前から，かなり多くの取扱高と，かなり広範な分荷をなしていた。

そしてこうした基盤があったからこそ両市に中央市場が設置されることになっ

たのであるが，中央市場開設後はかかる分荷圏の存在を基礎に拠点市場として

の1也位をさらに石室固たるものにしつつある。

(2) 両市青果市場とも，とりわけ釧路市の場合には，中央市場開設前にあ、い

ては，札幌や旭川からの転送を多く受け，強い影響を受けていた。だが中央市

場開設後は，札幌等の大都市の影響を受けていることは否めないが，中央市場

化による信用力=荷引力の強化によって道外の大型出荷の受け入れを容易とし，

転送依存度を低下させることによって，ある程度独自な集荷圏を形成し，大都

市巨大市場を介することなく直接全国的青果物流通に入り込んでいる。

(3) しかし，道外の大型出荷団体による出荷調整や大都市価絡を基準とする

指値志向によって，両中央市場の価格も大都市中央市場の価格に平準化せざる

をえなくなっている。すなわち，両中央市場は広範な分荷圏とある程度独自な

集荷圏とをもちつつ，集散地市場として存立しているが，大型出荷団体を中心
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とした出荷者からの強力な要請によって，価格形成における建値力を漸次喪失

し，大都市中央市場価格への平準化という形で，全国的青果物流通=市場体系

により強く組み込まれることとなっている。

以上のこと及びEで述べたことから，今日の全国的青果物流通=市場の再編

一一集散市場体系化についていうならば，次のようにいえるであろう。

これまでの研究が主に，東京・名古屋等の大都市を中心に，その中央市場の

転送網の解明としてなされてきた。それゆえに，全国的青果物流通=市場の再

編が，東京・大阪の巨大都市中央市場をf頁点とし，重層的な転送網の形成による

いわば全国的ピラミッド型集散市場体系化として理解される可能性を有していた。

しかし大都市卸売市場の卸売数量及び転送量の比率の低下，これに対する中都

市卸売市場の卸売数量と転送量の比率の上昇という傾向は，青果物流通市場

の再編が全国的に集散市場体系化として進展しているとはいえ，必ずしも東京

や大阪を頂点とする全国的ピラミッド型集散市場体系化としてではない，とい

うことを示唆しているといわざるをえなしミ。またこのことは，地方中核都市に

おける，中央市場の設置を背景とした集散地市場化が，必ず、しも二次ないし三

次拠点となることを意味しない，ことからも理解しうる。つまり全国的青果

物流通z 市場の再編は，一方で大都市中央市場を中核とし，近接の中都市中

央市場を二次拠点として，周辺の地方市場を包摂するピラミッド型集散市場体

系化としてなされているが，他方ではかかる大都市中央市場の影響を受けつつ

も，集分荷の面てもは一定の独自性を有する中都市中央市場を中心とした集散地

市場の成立としてある。しかしながら価格形成の面でみると，大型出荷団体を

中心とした出荷調整に基づく，巨大都市中央市場価格への全国的な価格の平準

化として，地方の中核的中都市市場もより明瞭な形で，全国的な青果物流通=

市場体系に包摂されることとなっている。

すなわち今日の青果物流通=市場においては，巨大都市中央市場にわける圧

倒的な集散機能を背景とした建値市場化と，これに規制されつつも近年急速に

荷引力を強化しつつある各地方都市中央市場の集散市場化として，全国的な流

通=市場再編が進展しつつある，といいうるであろう。

ただし，前にも述べたように，ここでは北海道の2中央市場を事例としたと

いうこと，またこれまでに大型出荷団体の分析がほとんどなされていないとい

うこともあって，上述のことは必ずしも十全な結論といえるもので、はない。し

たがって，今後道外の中央市場や大型出荷団体についての研究をさらに深めな
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ければならないことはいうまでもない。

[付記] 小論を書くにあたっては，湯沢誠，三島徳三両先生，それに道総研

の金子佳弘氏ら多くの方々から 多大の示唆・指導を受けた。また調査に際し

では，道市場協会及び両中央市場の方々に大変お世話になり，感謝する次第で

ある。
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